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日本が経済大国と呼ばれるようになって、かな
りの年月が経過した。日本経済の現状は、長期の
低迷期に入り、企業業績の向上は垣間見られるも
のの、雇用の改善、特に、２０代の失業率は深刻
な水準にある。右肩上がりの経済成長の時代から、
成熟、安定した持続的な経済の進展が望まれるな
かでは、社会が求める価値にも大きな変化が認識
されてきている。
会計の分野でこのことを考察すると、これまで
の会計は、物を製造して販売して大きな利潤を上
げるためのコスト計算や販売管理といった側面に、
大きな比重が置かれてきた。利潤が大きくなるか
ら、それを基に算出される税務にかかわる会計、
あるいは、投資家から外部資金を調達するための
制度会計に、会計学の研究の焦点は向けられてい
たのである。さらには海外取引の増加に伴う外貨
換算会計など、会計学研究のほとんどすべての労
力が、理論あるいは制度の発展に関係するもので
あった。
こうした経緯のなか、最近１０年ほどの間に、
会計の倫理というものが、ごく一部の研究者の間
で研究対象として取り上げられるようになってき
ている。会計倫理の研究者は、わが国でもごく少
数にとどまっている。その代表が、本学名誉教授
の石田三郎大阪学院大学教授である。教授は医者
の倫理や弁護士の倫理が存在するのと同じように、
会計を扱う職業的専門家にも倫理が存在すべきで
あり、会計倫理に関する研究が、右肩上がりから
成熟した日本経済を支える一つのプラットフォー
ムであると強調されている。
同志社大学の瀧田輝己教授が『月間監査研究』
２００４年１月号に掲載された「会計倫理につい
て」という論文は、ここ数年ほとんど誰もが取り
上げることのなかった会計倫理の問題を真正面か
ら捉え、会計倫理研究の論点整理を見事に果たし
ている。
瀧田教授は、会計倫理の存在理由を、会計の社
会公器性から説明されている。たとえば、私たち
の家庭で家計簿を作成する際、その家計簿を利用
する当事者はおそらく家人だけであり、ここには、
厳密な意味での会計倫理が存在する必要性はない
と整理することができる。しかし、会計が企業を
取り巻くさまざまな利害関係者、たとえば、株主、
投資家、潜在的投資家、債権者、クライアント、
仕入先、税務当局、政府、地方自治体などの利害
調整を果たすツールとして機能する場合には、会
計倫理の存在が不可欠であると整理されている。
会計が多くの利害関係者の利害を調整することを
目的とする以上、会計には公正･中立な真摯な姿勢
が必要であり、そのことは、会計を操るすべての
当事者にも同様に求められるものであると指摘さ
れているのである。
医学の倫理が医者、法倫理が検事・裁判官・弁
護士の倫理であるのと同様に、会計倫理は公認会
計士や税理士に求められる倫理である。ただここ
で重要なことは、会計倫理は企業、非営利法人、
政府や地方自治体で会計業務に従事する経理や資
金、出納の担当者にも求められる倫理であるとい
う点である。会計倫理は、企業の経営者や企業の
経理部門で決算書の作成などに関与する一般のサ
ラリーマンにも求められる倫理なのである。その
意味で、医学の倫理や法の倫理と比較して、会計
倫理が影響を及ぼす範囲は、私たちの日常生活に
非常に密接に関連していると整理することができ
よう。とりわけ、医者や弁護士になる人数は限ら
れているが、企業等で経理に関係する仕事に従事
する人数は非常に大きいという点も看過してはな
らない。
ところが、大学などにおける会計学教育におい
て、会計倫理の重要性が示唆されることはほとん
どない。もとより、商・経営・経済など会計学を
専門科目として設置しているほとんどの学部でも、
会計倫理をカリキュラムに組み込んでいるところ
は、まず、皆無であろう。こうした現状と、右肩
下がりともいえる経済の実情があいまって、いく
つかの企業で粉飾決算が起こっている。架空の利
益を計上したり、簿外の負債を隠蔽したり、粉飾
決算の手法はさまざまであるが、その根底には、
会計倫理の欠如が潜在しているはずである。企業
が大きければ大きいほど、粉飾決算の影響を多く
の利害関係者が被ることになる。連鎖倒産という
事態にしても、いくらでも発生しているのである。
こうしたことを予防・摘発すために公認会計士な
どの監査が存在している。しかし、そもそも決算
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書とは何か、経理とは何か、会計や監査の役立ち
とは何かといった倫理的な側面、哲学的な側面を
きちんと理解しておくことで、公認会計士が摘発
の対象とする不正経理の発生率は大きく減少する
はずである。
大切なことは、これまでの会計教育では、こう
した倫理の側面があまりにも、軽視されてきたと
いう点である。われわれはこうした現状を素直に
反省し、会計倫理の問題にきちんと取り組んでい
く必要がある。成長から成熟へと、社会の基本構
造が変革しつつあるいま、会計学の教育で重要な
ことは、学生が会計倫理を知り、それを敬う気持
ちを育成することである。
瀧田教授の今回の論文は、こうした問題意識で
会計倫理の問題に取り組もうとするときの格好の
素材である。倫理的な専門家の判断こそ、日本経
済を再興するに不可欠な素地なのである。
